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所沢市電線共同溝管理規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、所沢市長（以下「道路管理者」という。）が管理

する電線共同溝に関し、電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平

成７年３月２３日法律第３９号）第１８条の規定に基づき、電線共同

溝の構造の保全及び管理費用の負担に関する事項、電線共同溝に敷設

する収容物件の管理に関する事項その他電線共同溝の管理に関する事

項を定め、もって電線共同溝の安全かつ円滑な管理運営を期すること

を目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に掲げるところによ

る。 

⑴   「電線共同溝」とは、電線の設置及び管理を行う２以上の者の電

線を収容するため、道路管理者が指定した道路区域内の地下に設け

る施設をいい、管路部及び特殊部からなる。 

⑵   「管路部」とは、電線を管路材に収容する部分をいう。 

⑶   「特殊部」とは、分岐部、接続部及び地上機器部を総称していう。 

⑷   「引込管」とは、電線共同溝のうち、民地等へ電線を引込むため

の管路をいう。 

⑸   「連系管路」とは、電線共同溝に収容された電線と電線管理者の

既設電線とを結ぶために設ける管路をいう。 

⑹   「附帯設備」とは、電線共同溝の管路部及び特殊部に占用者が附

帯して設置する施設をいう。 

⑺   「道路設備」とは、道路管理者が道路の施設として電線共同溝に

敷設する電線及び特殊部に設ける取付け金具等をいう。 

⑻   「占用物件」とは、電線共同溝に敷設する道路設備以外のものを

いう。 

⑼   「占用者」とは、前号の占用物件の敷設に関する道路管理者の許

可を受けた者をいう。 

⑽   「収容物件」とは、道路設備及び占用物件をいう。 

⑾   「敷設工事」とは、電線共同溝の整備等に関する特別措置法施行

令（平成７年政令第２５６号）第７条第２項第１号の規定による届

出の対象工事をいう。 
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⑿   「占用工事」とは、道路管理者の承認を得て、占用者が行う占用

物件の改築、維持、修繕、災害復旧及びその他の管理に関する工事

をいう。 

 

（管理区分） 

第３条 電線共同溝及び道路設備は道路管理者が、占用物件等は占用者

が、それぞれ管理するものとする。 

 

（台帳の作成及び保管） 

第４条 道路管理者は、円滑な管理運営を図るため、次に掲げる事項を

記載した電線共同溝管理台帳（以下「台帳」という。）を作成し保管

するものとする。 

⑴   電線共同溝の規模及び構造 

⑵   収容物件の敷設状況 

⑶   収容物件の種類、占用許可年月日及び占用許可番号 

⑷   敷設工事着手年月日及び完了年月日 

⑸   収容物件の管理者氏名及び住所（法人にあっては、主たる事務所

の所在地及び名称並びに代表者の氏名） 

⑹   その他道路管理者が必要と認める事項 

２ 道路管理者は、占用者に台帳を閲覧させることができる。 

３ 占用者は、自らに起因して台帳の内容に変更が生じたときは、速や

かに道路管理者の指示に従い届け出なければならない。 

 

（継承の届出等） 

第５条 占用者は、法第６条第２項及び法第１４条第２項に基づく地位

の継承をしようとするときは、継承の届出書（様式第１号）を道路管

理者に届け出なければならない。 

２ 占用者は、法第１５条第１項に基づく権利の譲渡の承認を受けよう

とするときは、譲渡承認申請書（様式第２号）を道路管理者に提出し、

その承認を受けなければならない。 

 

（敷設工事の届出） 

第６条 電線共同溝内において敷設工事を施工する場合は、敷設工事の

届出書（様式第３号）に数量内訳書等添付の上、道路管理者に届け出

なければならない。 
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 （占用工事の承認） 

第７条 占用者は、電線共同溝内において占用工事を施行しようとする

ときは、電線共同溝占用工事施行承認申請書（様式第４号）を道路管

理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（工事の施行） 

第８条 電線共同溝内において前条の規定による敷設工事及び占用工事

（以下「工事」という。）を施工する場合においては、同条の規定に

よるほか、次の各号に掲げるところによらなければならない。 

⑴   占用者は、工事の際に電線共同溝の構造及び他の占用物件の保持

に支障を及ぼさないために必要な措置を講ずること。 

⑵   工事施行に伴う事故発生を未然に防止するよう万全の措置を講ず

るものとし、万一、事故が発生したときは、直ちに応急措置を講ず

るとともに遅滞なく道路管理者に報告し、その指示を受けること。 

⑶   占用者は、工事が他の収容物件に支障を及ぼすおそれがあるとき

は、他の占用者に意見を聴き、必要により立会いを求めるものとす

る。この場合において、道路管理者は、特に立会いが必要であると

認めたときは、他の占用者に立会いを指示することができる。 

⑷   道路管理者が敷設工事を施行する場合で、占用物件に影響を及ぼ

すおそれがあるときは、あらかじめ関係する占用者と連絡し、協議

を行うものとする。 

⑸   工事に伴い、附帯設備の設置等が必要となったときは、道路管理

者と協議するものとする。 

⑹   占用者は、工事が完了したときは、速やかに道路管理者に電線共

同溝内敷設・占用工事完了届（様式第５号）を提出しなければなら

ない。 

 

（引込管及び連系管路の新設に伴う措置） 

第９条 法第３条による指定道路区域内において、新たに引込管及び連

系管路を設置しようとする占用者は、道路法第２４条に基づき道路管

理者に電線共同溝自費工事施工申請書（様式第６号）を提出し、その

承認を受けなければならない。 

２ 占用者は、新たに設置した引込管及び連系管路を引き渡す場合には、

道路管理者に引渡書（様式第７号）及び変更した台帳を提出しなけれ

ばならない。 

 

 

http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#y1
http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#y3
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（収容物件の明示） 

第１０条 道路管理者及び占用者は、収容物件に管理者名、敷設年及び

電圧（電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）の規定に基づいて設

ける電線に限る。）を明示するものとする。 

 

（収容物件に変更がある場合の措置） 

第１１条 道路管理者は、占用物件が新たに加入する等収容物件に変更

が生ずるときは、あらかじめ関係する占用者に通知するものとする。 

 

（工事目的以外の入溝） 

第１２条 占用者は、工事目的以外で電線共同溝に入溝しようとすると

きは、道路管理者に電線共同溝入溝承認申請書（様式第８号）を提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 占用者は、事故その他やむを得ない事由により、緊急に入溝しよう

とするときは、道路管理者に連絡の上、その指示に従って入溝できる

ものとし、事後速やかに電線共同溝緊急入溝報告書（様式第９号）を

提出し、内容等の確認を受けなければならない。 

３ 道路管理者が占用者以外の者を許可する場合は、必要に応じ関係占

用者に連絡するとともに、必要な措置を協議するものとする。 

 

（点検及び通報の義務） 

第１３条 道路管理者及び占用者は、第３条に規定する管理区分に従い、

電線共同溝若しくは収容物件を定期的に又は必要に応じ巡視若しくは

点検を行い、自己の管理する施設を常時良好な状態に保持するよう努

めなければならない。 

２ 管理担当者及び占用者は、巡視又は点検の際電線共同溝及び全ての

収容物件に注意を払い、異常を発見した時は、直ちに道路管理者及び

関係機関に通報するとともに、収容物件の保全に努めるものとする。 

３ 前項の異常を発見した占用者及び第８条第２号の事故が発生した物

件の占用者は、必要な措置が完了した後、直ちに道路管理者に事故報

告書（様式第１０号）を提出しなければならない。 

 

（費用の負担） 

第１４条 電線共同溝の改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理に要

する費用は、当該工事等に直接必要な本工事費、附帯工事費、測量及

び試験費、補償費、船舶及び機械器具費、営繕宿舎費並びに事務費の

合計額に当該電線共同溝の建設に要した負担割合を乗じて得た額を道

http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#y4
http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#y5
http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#j2
http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#j5_k1_g2
http://www.city.satte.saitama.jp/reikisyu/reiki_honbun/e3410935001.html#y6
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路管理者及び占用者がそれぞれ負担するものとする。ただし、道路管

理者は、この規程によることができない場合又は著しく公平を欠くと

認められる場合には、占用者の意見を聴取し、別に負担金の額を定め

ることができる。 

２ 前項の負担額の算出にあたり、各占用者の負担額に円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り捨て、端数は道路管理者が負担するも

のとする。 

３ 電線共同溝、収容物件の設置又は管理の瑕疵により、電線共同溝又

は収容物件に損害を与えた場合の復旧費は、第１項の規定にかかわら

ず、その原因者の負担とする。 

４ 電線共同溝の改築が特定の占用者のみの利用に資するものである場

合又は特定の占用者の原因に基づき必要となった場合には、当該電線

共同溝の改築に要する費用は、当該占用者の負担とする。 

５ 負担金のうち船舶及び機械器具費、営繕宿舎費及び事務費の算出は

次に掲げるとおりとする。ただし、各対応額の率を適用して算出した

額が直近下位の最高額に満たない場合は、当該最高額の範囲内におい

て増額することができる。 

⑴ 船舶及び機械器具費は、本工事費、附帯工事費、測量及び試験費、

補償費の合計額を次の表に掲げる基準額ごとに区分し、それに応じ

た率を乗じて算出した額とする。ただし、合計金額が 500 万円未満

の場合を除く。 

基準額 船舶及び機械器具費 

の率 

2,000 万円以下の金額 0.8％ 

2,000 万円を超え 5,000 万円以下の金額 0.6％ 

5,000 万円を超え 8,000 万円以下の金額 0.4％ 

8,000 万円を超えた金額 0.2％ 

 

⑵ 営繕宿舎費は、本工事費、附帯工事費、測量及び試験費、補償費

並びに船舶及び機械器具費の合計額を次の表に掲げる基準額ごとに

区分し、それに応じた率を乗じて算出した額とする。ただし、合計

金額が 500 万円未満又は工期が１００日未満の場合を除く。 

基準額 営繕宿舎費の率 

2,000 万円以下の金額 1.0％ 

2,000 万円を超え 5,000 万円以下の金額 0.8％ 
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5,000 万円を超え 8,000 万円以下の金額 0.6％ 

8,000 万円を超えた金額 0.4％ 

 

⑶ 事務費は、本工事費、附帯工事費、測量及び試験費、補償費、船

舶及び機械器具費並びに営繕宿舎費の合計額を次の表に掲げる基準

額ごとに区分し、それに応じた率を乗じて算出した額とする。 

 

 

基準額 事務費の率 

2,000 万円以下の金額 10％ 

2,000 万円を超え 5,000 万円以下の金額 8％ 

5,000 万円を超え 8,000 万円以下の金額 6％ 

8,000 万円を超えた金額 4％ 

 

（負担金の徴収時期及び徴収方法） 

第１５条 道路管理者は、前条の規定に基づき算出した負担金の各年度

の額を明らかにするため、負担金徴収計画を作成するものとする。 

２ 占用者は、負担金徴収計画に明示された各年度の負担金を道路管理

者と合意した期日までに予納するものとする。 

３ 負担金は、道路管理者の発行する納入通知書により徴収するものと

する。 

 

（負担金の精算） 

第１６条 前条の規定により道路管理者が徴収した負担金は、毎会計年

度末に精算するものとする。ただし、改築、維持、修繕、災害復旧そ

の他の工事で完了の都度精算できるものについては、その都度精算す

ることができるものとする。 

 

（損害又は紛争の処理） 

第１７条 電線共同溝、収容物件の設置又は管理の瑕疵により、第３者

（道路管理者及び他の占用者を含む。）に損害を与え、又は第３者と

紛争が生じた場合においては、当該原因者の責任において解決しなけ

ればならない。 
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（関係法令の遵守） 

第１８条 占用者は、前各条の規定により工事等を実施しようとする場

合は、この規定によるほか関係法令等を遵守しなければならない。 

 

（保安細則） 

第１９条 道路管理者は、保安及び防災上特に必要な事項について占用

者の意見聴取の上、別に電線共同溝及び収容物件に関する保安細則を

定めることができる。 

 

（規程に関する疑義等） 

第２０条 この規程に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、

道路管理者と占用者がその都度協議するものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年１月１日から施行する。 



様式第１号（第５条関係）

　　　　　年　　月　　日

電線共同溝の占用予定者の地位
　　　の継承の届出書

電線共同溝の占用等の許可に基づく地位

（あて先）　所　沢　市　長

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者

ＴＥＬ

　　電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）

の規定により届け出ます。

１．被継承人住所

　　　　　　　　氏名

２．継承年月日

第６条第２項
第１４条第２項



様式第２号（第５条関係）

　　年　　　月　　　日

電線共同溝の占用等の許可に基づく権利の譲渡承認申請書

（あて先）　所　沢　市　長

申請者 譲渡人住所

譲渡人氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

譲受人住所

譲受人氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第１５条１項の規定により、

第１０条

次のとおり同法 第１１条第１項 の許可（以下「許可」という。）に基づく権利の譲渡の

第１２条第１項

承認を得たく申請します。

備考
　１．申請人が法人である場合は、「氏名」の欄には、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
　２．財産の譲渡を伴う場合は、「譲渡する権利の内容」の欄及び占用許可書の添付図面に明記すること。

市道○－○○線所沢市○○電線共同溝

（法第１０条各号に掲げる事項を記載）

権利の譲渡に係る電線共同溝の名称

権利の譲渡に係る電線共同溝の区間

権利の譲渡に係る許可の内容

譲渡する権利の内容

譲受人の事業の内容

譲渡の年月日

権利の譲渡に係る許可の年月日及び番号



様式第３－①（第６条関係）

申　請　者　控

（あて先）　所　沢　市　長

〒

住所

氏名

担当者

　　 ＴＥＬ

　　電線共同溝整備等に関する特別措置法施行令（平成７年政令第２５６号）第７条第２項第１号の規定に

　より届け出ます。

　路線名

添付書類

　備　　　考

　記入要領

　　１　「許可番号」欄には、届出の根拠となる占用許可の許可日付及び許可番号を記入すること。

　　２　申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び

　　　代表者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。

　　３　「許可区間」欄には、上下線別に区間を記載し、片側のみの場合には反対側について空欄とすること。

　　４　「添付書類」欄には、物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書類を添付した場合に、その書類名

　　　を記載すること。

　　５　「敷設する電線」の「総延長」は、敷設区間の延長に敷設する電線の条数を乗じたものとする。

　　※この届出書の他に、数量内訳書、工事施工者の概要、保守管理の方法等の図書を添付すること。

敷　　設　　区　　間

　　　　　　　年　　　月　　　日

所道維（占）第　　　　　　　号

敷　設　工　事　の　届　出　書

占用許可を
受けた電線

共同溝の部分

敷設する電線

　　　　　年　　月　　日まで
工事の時期 占用の期間 　　年間

　　　　　年　　月　　日から

　　　　　年　　月　　日まで

案内図、工事施工者の概要、保守管理の方法、占用亘長算出根拠、占用数量調書、数量内訳書、平面図

     　　　　　　年　　　月　　　日

許可区間 延　　長

上　・　下　・　上下

種　　　　類

上り線

下り線

       　　年　　月　　日から

総　　延　　長



様式第３－②（第６条関係）

（あて先）　所　沢　市　長

〒

住所

氏名 　印

担当者

　　 ＴＥＬ

　　電線共同溝整備等に関する特別措置法施行令（平成７年政令第２５６号）第７条第２項第１号の規定に

　より届け出ます。

　路線名

起　案

決　裁
部　長 課　長 リーダー 担　当

初　年　度 円　（算定）

年　　　　額 円

　　公開文書　　電算入力不要

　　文書保存　　　年

　　取扱　　　移替え等

○　減　額

○　免　除

○　無　料

占用の期間

特
記
事
項

占
用
料

　　　　　年　　月　　日から

 正  本

占用許可を
受けた電線

共同溝の部分

敷設する電線

工事の時期

添付書類

　備　　　考

敷　設　工　事　の　届　出　書
所道維（占）第　　　　　　　号

　　　　　　　年　　　月　　　日

     　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　年　　月　　日まで

種　　　　類 総　　延　　長 敷　　設　　区　　間

上　・　下　・　上下

許可区間

上り線

下り線

　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　年　　　月　　　日審　　査　　欄

年間
　　　　　年　　月　　日まで

延　　長

案内図、工事施工者の概要、保守管理の方法、占用亘長算出根拠、占用数量調書、数量内訳書、平面図

　　　　　年　　月　　日から



様式第３－③（第６条関係）

〒

住所

氏名 様

担当者

　　 ＴＥＬ

　路線名

初　年　度 円　（算定）

年　　　　額 円

　（納入期限）　　別途発行する納入通知書に指定する期限

　　　　　敷設工事の届出書について

所　沢　市　長 印

上記のとおり占用料を算定したので通知する。

　　　　　年　　月　　日から

所道維（占）第　　　　　　号

○　減　額

○　免　除

○　無　料

　　　　　年　　月　　日から
年間占用の期間

　　　　　年　　月　　日まで

下り線

占
用
料

　　　　　　年　　　月　　　日

敷設する電線

種　　　　類 総　　延　　長 敷　　設　　区　　間

添付書類 案内図、工事施工者の概要、保守管理の方法、占用亘長算出根拠、占用数量調書、数量内訳書、平面図

工事の時期
　　　　　年　　月　　日まで

 通知用
所道維（占）第　　　　　　　号

　　　　　　　年　　　月　　　日

     　　　　　　年　　　月　　　日

上り線占用許可を
受けた電線

共同溝の部分

上　・　下　・　上下

許可区間 延　　長



添付1
数量内訳書

亘長 条数 延長 単位

ｍ

―

（参考図）

　注）・図面内の管番号は数量内訳書の番号を表している。
　　　・内訳書は、電線共同溝の断面形状が変化する毎に一葉とすること。

特記事項
数量

管番号 線種 規格
外径
（㎜）

小　　計

ページ　１／２



添付2
数量内訳書

亘長 条数 延長 単位

ｍ

―

―

（参考図）

　注）・図面内の管番号は数量内訳書の番号を表している。
　　　・内訳書は、電線共同溝の断面形状が変化する毎に一葉とすること。

特記事項

小　　計

合　　計

ページ　２／２

管番号 線種 規格
外径
（㎜）

数量



添付3

氏名又は名称 代表者氏名

住　　所

建設業の許可の有無 　　　　　　有　　　　　無　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）

建設業の許可の年月日

許可番号

敷設工事の方法

事故発生時等の
緊急時の連絡先

工事施工者の概要

注）　１　「氏名又は名称」、「代表者氏名」及び「住所」の欄には、工事を委託（請負）する場合に記載する。

　　　２　「建設業の許可の有無」の欄は、該当するものを○で囲み、建設業の許可を受けている場合には、当該
           許可に係る建設業の種別を（　　）に記載する。

　　　３　「建設業の許可の年月日」及び「許可番号」の欄には、建設業の許可を受けている場合に記載する。

　　　４　敷設工事の方法の欄には、ケーブルの敷設方法を具体的に記載する。

　　　５　その他工事施工者に関する技能的能力に関し参考となる事項を記載した書類がある場合には添付する。



添付4

　　　　　　　　　直営　　　　　　委託（請負）

氏　　名

主たる経歴

氏　　名

電話番号

注）１　「直営又は委託（請負）の別」の欄には、該当するものを○で囲む。

　　２　委託（請負）の場合には、委託（請負）の契約書又は内諾書の写しを添付する。

　　３　「電線の保守管理の方法」の欄には、保守管理の方法を具体的に記載する。

保守管理の方法等

　　４　「電線の保守管理責任者」の欄の「氏名」の欄には所属及び氏名を、「主たる経歴」の欄には学歴及び
　　　　職歴のうち、電線等の保守管理に関係のあるものを記載する。

　　５　その他保守管理に関する技能的能力に関し参考となる事項を記載した書類がある場合には添付す
　　　　る。

電
線
の
保
守
管
理
責
任
者

直営又は委託（請負）の別

電線の保守管理の方法

保守管理の委託先の氏名又は名称

事故発生時等の
緊急時の連絡先



（あて先）　所　沢　市　長

占用者名

担当者

ＴＥＬ

　占用物件に係る下記の工事を施工したいので、所沢市電線共同溝管理規程第７条第１項に基づく

承認を得たく申請します。

占用許可

様式第４号（第７条関係）

電線共同溝占用工事施行承認申請書

　年　　　月　　　日

　　　　　　　第　　　　　号　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　年　　　月　　　日

目　　的

記

添付図面

路線名 市道　　　　　　　　線 電線共同溝名 電線共同溝

規模数量

場　　所

工事期間 　　　　　　　　年　　　月　　　日から　　　　　　年　　　月　　　日まで

位置図、平面図、断面図、交通規制図、その他（　　　　　　　　　　　　）

所道維（占）第　　　　　　　 号

工事名

所沢市長    　　　　　　　　　　　　　　印

電線共同溝占用工事施行承認書

　上記について、これを承認します。ただし、工事にあたっては「所沢市電線共同溝管理規程」及び

「所沢市電線共同溝保安細則」を厳守すること。

工事内容

印

※提出部数　２部



様式第５号（第８条関係）

占用者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

担当者

TEL

１　承認年月日、番号 　　　　年　　　月　　　日　　所道維（占）第　　　　　　　号

２　場　所

３　工事内容

４　工事期間 　　　年　　　　月　　　　日　着手

　　　年　　　　月　　　　日　完了

５　施工業者 住　　所

業者名

担当者名

連絡先

６　添付資料 敷設届または承認申請書写し・案内図・平面図・管理台帳・工事写真（入線
区間両端の特殊部２箇所及び入線区間中間の特殊部１箇所の計３箇所の
特殊部内のケーブル入線状況を撮影すること）

電線共同溝敷設・占用工事完了届

　年　　　月　　　日

（あて先）　所　沢　市　長

　下記の工事が完了したので、所沢市電線共同溝管理規程第８条第６号の規程により届け出ます。

記

印



（あて先）　所　沢　市　長

占用者名

担当者

ＴＥＬ

　占用物件に係る下記の工事を施工したいので、所沢市電線共同溝管理規程第９条第１項に基づく

承認を得たく申請します。

　年　　　月　　　日

所道維（占）第　　　　　　　 号

備　　考

電線共同溝自費工事施行承認書

　上記について、これを承認します。ただし、工事にあたっては「所沢市電線共同溝管理規程」及び

「所沢市電線共同溝保安細則」を厳守すること。

規模数量

添付図面 位置図、平面図、断面図、交通規制図、その他（　　　　　　　　　　　　）

施工方法

直営　・　請負　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　－
　　　　　　　　　　　　施工業者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

工事期間 　　　　　　　　年　　　月　　　日から　　　　　　年　　　月　　　日まで

工事名

工事内容

路線名 市道　　　　　　　　線 電線共同溝名 電線共同溝

場　　所

　　　　

記

所沢市長　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式第６号（第９条関係）

電線共同溝自費工事施工申請書

　年　　　月　　　日

目　　的

印



様式第７号（第９条関係）

（あて先）　所　沢　市　長

占用者名

担当者

ＴＥＬ

管理規程第９条第２項のとおり引渡します。また、引渡し完了後、速やかに道路管理者へ敷設工事の

届出書を提出します。

備　考

場　　所 所沢市○○地先から所沢市○○地先まで

       　 年　　　月　　　日付け所道維（占）第　　　　　　　号の工事が完了したので、所沢市電線共同溝

記

路線名 市道　　　　　　　　線 電線共同溝名 電線共同溝

番　号

1

品　名 規　格 延　長

引渡年月日 年　　　　　月　　　　　日

○条×○ｍ

3

2

添付図面 位置図、平面図、竣工図、管理台帳、その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

4

　年　　　月　　　日

引込管等引渡書

引込管

連系管路 φ○○㎜

φ○○㎜ ○条×○ｍ

印

※提出部数　２部



様式第８号（第１２条関係）

電線共同溝入溝承認申請書

会社名

住所

氏名

TEL

記

路線名：

場 　所：

３　期間

会社名

住　所

氏　名

TEL

５　火気使用 （１）　あり

（２）　なし

電線共同溝入溝承認書

に連絡すること。

　年　　　月　　　日

　　（あて先）　所沢市長

　下記のとおり電線共同溝に入溝したいので承認願います。

１　入溝箇所 市道　　　　　　　　　　　線（　　　　　　　　　　　　　　　電線共同溝）

２　入溝目的

　　　年　　月　　日　　　時　　　分から　　　年　　月　　日　　　時　　　分まで

監督責任者

４　入溝者等 入溝責任者

入溝総人数　　　　　　　　　　　　　　名

所沢市長　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　事故等異常が発生したときには、速やかに別添の緊急連絡系統図により所沢市担当課及び関係機関

「防火責任者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　上記申請について、下記の条件を付して、これを承認します。

　年　　　月　　　日

所道維（占）第　　　　　　　 号

印

※提出部数　２部



会社名

住所

氏名

TEL

記

路線名

場　所

３　期間

会社名

住　所

氏　名

TEL

５　火気使用 （１）　あり

（２）　なし

１　入溝箇所 市道　　　　　　　　　　　線（　　　　　　　　　　　　　　　電線共同溝名）

（２）　異常の内容

様式第９号（第１２条関係）

　年　　　月　　　日

　　（あて先）　所沢市長

電線共同溝緊急入溝報告書

　　　年　　月　　日　　時　　分に緊急連絡を行い、電線共同溝に入溝したので下記のとおり報告します。

監督責任者

２　入溝目的 （１）　目的

（３）　措置の内容

　　　年　　月　　日　　　時　　　分から　　　年　　月　　日　　　時　　　分まで

　年　　　月　　　日

　　確認者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

入溝総人数　　　　　　　　　　　　　　名

「防火責任者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

確　認　書

　上記報告についてこれを確認しました。

４　入溝者等 入溝責任者

印

※提出部数　２部



様式第１０号（第１３条関係）

路線名 場所

会社名　

事　　故　　報　　告　　書

　　年　　　月　　　日

　　　（あて先）所沢市長

占用者住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

下記の通り報告します。

事故発生箇所 市道　　　　　　　　線　（　　　　　　　　　　　電線共同溝）

事故発生日時 　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　　分

事故処理終了日時 　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　　分

他の占用者への影響 なし　・　あり (TEL:                            ) 他の占用者への連絡 済　　・　未

事故処理に携わった責任者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○　　　　　　　　印　　　　　　　TEL:

報告書作成者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　○○　○○　　　　　　　　印　　　　　　　TEL:

事故の状況

処理の方法

その他

添付書類 位置図、平面図、断面図、事故概況図、写真等


